フランスにおける家族手当補償金庫の形成─ロリアンの事例─ by 宮本 悟
363経済学論纂（中央大学）第57巻第 3 ・ 4 合併号（2017年 3 月）
─ロリアンの事例─
は じ め に
　わが国では少子化問題が深刻化する中，その打開策の模索が続けられている．近年では出生率
が置換値近くで安定的に推移しているフランスに注目が集まり，その子育て支援策が紹介される
ようになってきた．社会保障法典（L₅１１－１ 条）には家族給付部門の諸手当が規定されており，具
体的には，乳幼児受入れ給付 P
パ ー ジ ュ
AJE（Prestation dʼaccueil du jeune enfant），家族手当 AF（Alloca-
tions familiales），家族補足手当 CF（Complément familial），住宅手当 AL（Allocation de logement），
障害児養育手当 AEEH（Allocation dʼéducation de lʼenfant handicapé），家族扶養手当 ASF（Allo-
cation de soutien familial），新学年度手当 ARS（Allocation de rentrée scolaire），付添い日額手当
AJPP（Allocation journalière de présence parentale）などが，現金給付として整備されている1）．
　この家族給付制度は，そのいわば基礎部分に普遍主義的性格の家族手当を据え，その上に，各
世帯の多様なニーズに応じた諸手当を幾層にも重ねており，いわば重層的な制度体系を構築して
いる．一見かなり複雑で受給しにくい印象を受ける場合もあるだろうが，実際の受給手続きは一
括して各地の家族手当金庫（Caisse d'allocations familiales）で対応しているので，受給（予定）者
の利便性への配慮もなされている．全国に１₀３カ所（２₀１₅年現在）配置されている家族手当金庫
は2），国民生活に身近なフランス独特の組織であると言えよう．
１ ）　Légifrance, “Code de la sécurité sociale⊖Article L₅１１-１.”  https://www.legifrance.gouv.fr/
affichCodeArticle.do?cidTexte=LEGITEXT₀₀₀₀₀₆₀₇３１₈₉&idArticle=LEGIARTI₀₀₀₀₀₆₇₄３１₉２&dateTex
te=&categorieLien=cid（２₈ août ２₀１₆）．
２ ）　Caisse nationale des Allocations familiales, “Gouvernance.” http://www.caf.fr/qui-sommes-nous/
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　家族手当金庫の歴史を㴑ると，２₀世紀初頭に各地で誕生した家族手当補償金庫（Caisse de 
compensation）にたどり着く．本稿では，最初期の家族手当補償金庫に着目し，その成立過程を
明らかにすることを課題に設定する．とりわけ，わが国では十分に紹介されているとは言い難い
状況にあるロリアン家族手当補償金庫に焦点を絞り，その設立経緯を明らかにしていく．
１ ．フランス家族手当制度史における家族手当補償金庫の位置
1 ‒ 1 　フランス家族手当制度の歴史概観─時期区分─
　フランス家族手当制度の歴史的展開を俯瞰すると，政策レベルの分析から判断して， ₄ つの時
期に区分できる．すなわちドミニク・セカルディ（Dominique CECCALDI）のように，１₉３２年・１₉３₈
年・１₉₄₅年のそれぞれを画期とみなすのが適切である3）．
　第 １ 期（１₈₆₀－１₉３２年）は，フランス家族手当制度の歴史のいわば入り口に相当する部分である．
この時期には，雇主が政策主体となって，自社の労働者を対象に，労働者の賃上げ要求に対する
譲歩策の一環として家族手当を支給していた．それはもっぱら，労務管理政策＝企業内福利厚生
施策の一環として，雇主の「施し物」という名目で支給されていた．
　第 ２ 期（１₉３２－１₉３₈年）は，１₉３２年「家族手当法」が制定されて，家族手当の国家制度化が推進
された部分である．この時期には，国家が，賃金労働者への家族手当支給を雇主にたいして社会
政策として強制化した．
　第 ３ 期（１₉３₈－１₉₄₅年）は，人口の純減に苦しむ中，１₉３２年「家族手当法」の問題点の修正に取
り組んだ部分である．この時期には，１₉３₈年諸改革により，人口政策＝出生奨励策的見地から１₉３２
年「家族手当制度」の内容が一部修正され，その適
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業経営者・自作農などの活動人口（populations actives）にまで拡げられた．
　第 ₄ 期（１₉₄₅年以降）は，家族手当が，社会保険部門（疾病保険および老齢保険）・労災保険部門
とともに社会保障の一構成制度として再編された，今日につながる部分である．この時期に入っ
てしばらくの間，家族給付部門の財政は黒字基調で推移していた．しかし，度重なる改革により
他部門・他制
レジーム
度への財源移転が断行され4），今日では家族手当の普遍主義的特徴が揺らぐまで財政
不均衡問題が深刻化している．
　本稿で着目する家族手当補償金庫は，第 １ 期の終盤に見られるようになった．従来は各企業が
バラバラで対応していた家族手当の支給について，家族手当補償金庫により企業間連帯を図り，
家族手当制度の組織化が推進されたのであった．
presentation/gouvernance（２₈ août ２₀１₆）．
３ ）　CECCALDI（１₉₅₇） p. ₈.
₄ ）　財源移転の詳細については，宮本悟（２₀₀₇） ２－₇ ページを参照．
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1 ‒ 2 　最初期の家族手当補償金庫
　資本制下のフランスにおける家族手当の歴史は，１₈₆₀年１２月２₆日付の皇帝通達（circulaire 
impériale）から始まる．すなわち，現役海兵隊員および ₅ 年以上の海軍軍籍登録者（marins et 
inscrits maritimes ayant plus de cinq ans de service）にたいして，１₀歳未満の扶養児童 １ 人につき
１ 日１₀サンチームの補償手当金（indemnité）を支給する制度が導入されたのであった5）．その後，
この慣行は官民両部門に広まっていったのであるが，民間部門については，２₀世紀初頭までのい
ずれの事例も個々の企業内における労務管理政策＝福利厚生施策の域にとどまっていた．
　個別企業の壁を乗り越えて，企業間の連帯により家族手当を組織的に支給するようになるのは，
１₉１₀年代後半になってからのことである．具体的には１₉１₈年，ロリアン（Lorient）およびグル
ノーブル（Grenoble）において，個別の家族手当補償金庫が創設され家族手当制度の組織化が行わ
れたのであった6）．通信網・交通網の整備が不十分であった上に戦時下であった当時の状況を考え
ると，図 １ から明らかなように，フランス南東部のローヌ＝アルプ地方に位置するグルノーブル
と西部のブルターニュ地方の港湾都市であるロリアンの遠く離れた ２ つの補償金庫は，互いに情
₅ ）　CECCALDI（１₉₅₇） p.１₄.
₆ ）　ロリアンでは後述のように，港湾労働者の賃上げ要求をきっかけに，商業会議所会頭であったエ
ミール・マルセッシュ（Émile MARCESCHE）の提唱にもとづき，１₉１₈年 １ 月２₉日に家族手当補償金庫
が創設された（PINTE（１₉３₅） p. ₇₇）．またグルノーブルでは，１₉１₈年 ₄ 月２₉日にエミール・ロマネ
（Émile ROMANET）の発議により，同業者間の家族手当補償金庫が設立されている（DREYFUS（１₉₆₄）
pp. １₄－１₅）．
図 1 　ロリアンとグルノーブルの位置関係
出所） 　Carte de France. “Fond de carte de France administrative.” 
http://www.cartesfrance.fr/geographie/fond-cartes-france/
fond-carte-administrative.html（３１ août ２₀１₆）（一部加筆）．
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報のやり取りをすることなく，それぞれが独自に生成・展開したものと思われる7）．この両者によ
る組織的な家族手当支給の取組みは，次第に全国的な広がりを示していき，図 ２ に見られるよう
に，とりわけ１₉２₀年代には急速に各地で家族手当補償金庫が設置されることとなった．
　最初期に設立された両者の家族手当補償金庫のうち，グルノーブルの事例についてはすでに別
稿に取りまとめて発表している上，多くの論者によっても紹介されている8）．他方，ロリアンの家
族手当補償金庫については，わが国では学界においても未だに十分な考察がなされていない状況
にある．以下では，ロリアンの事例を取り上げ，家族手当補償金庫が創設されるに至った過程を
検討していくことにする．
₇ ）　セカルディは，最初期の家族手当補償金庫にルーベ＝トゥルコワン（Roubaix⊖Tourcoing）の事例
を加えている（CECCALDI（１₉₅₇） pp. １₉－２₀）．しかしながら，同地域の補償金庫は，設立構想の早さに
もかかわらずその実現が１₉１₉年であったことを考慮して，本稿ではロリアンおよびグルノーブルの事
例と同列に扱うことを避ける．
₈ ）　宮本悟（２₀₀₀）１₇₉－１₈２ページ．グルノーブル家族手当補償金庫の概要については，長沼弘毅
（１₉₄₈），上村政彦（１₉₇３），深澤敦（２₀₀₈）など他の多くの論者によっても紹介されている．
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図 2　フランス家族手当補償金庫の設置総数の推移（１₉１₈－１₉３２年）
　注）各年の設置総数は，年末時点のものである．
出所）PINTE（１₉３₅）p. ₈₈より作成．
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２ ．ロリアン家族手当補償金庫の創設とその背景
2 - 1 　マルセッシュ企業グループの先進的福利厚生施策
　１₈世紀に国際貿易の要衝として栄えたロリアンでは，フランス革命とそれに続く対英戦争（１₇₉３－
１₈₀２年）の頃から商業活動が停滞していった．海軍工廠・軍港としての役割を維持しつつもその活
動が縮小していく中，ロリアンでは１₉世紀後半に，蒸気機関を漁業や交通に活用した近代化が進
められていった9）．こうした産業構造の転換の一端を担ったのが，エミール・マルセッシュ（Émile 
MARCESCHE；１₈₆₈－１₉３₉）であった．
　マルセッシュは，１₈₉₈年に３₀歳の若さで共同経営者として石炭販売会社の運営に着手して以来，
１₉３₇年にトロール漁業会社を退職するまでの₄₀年近くの間，複数の企業において経営の第一線で
活躍をした．マルセッシュが携わった主要な企業は，①石炭の輸入・製品製造・販売，②トロー
ル漁業によるイワシ漁とその缶詰製造，③シードル製造，④粘土鉱業を中心とする鉱山開発など
多岐にわたり，ロリアン産業界の発展のために尽力した10）．
　経営者としてのマルセッシュは，早い段階から労働者問題に関心をもち，企業内の福利厚生施
策を充実させていった．BOISSON（２₀１２）は，マルセッシュが労働者の精神的・物質的状況の改善
を試みた背景として，「１₈₉１年のレオ１３世教皇（pape Léon １３）による 回勅『レールム・ノヴァル
ム』の社会教義が，社会的な視点を彼のすべての会社に導入するという決断をもたらしたのは確
かであろう」11）との見解を示している．
　社会問題に関心のあったレオ１３世が１₈₉１年 ₅ 月１₅日に発布した『レールム・ノヴァルム』は，労
働問題を取り上げた回勅であった12）．その中で，「一般的に言って，富者と雇い主とが銘記しなけれ
ばならないのは，貧困を食いものにし，窮乏を利用して私腹をこやすことは，神法にも実定法に
ももとるということである」13）と述べ，雇主側のあるべき姿を説いている．また，「労働者が苛酷な
条件を，使用者あるいは仕事を提供してくれる人に強いられる場合，必要にせまられているため，
あるいは，もっと大きな不幸をおそれるあまりにこれを受諾することがあるが，これはひとつの
暴力行為であり，正義に反する」14）との見解を示し，労働者の境遇にたいする懸念を表明してい
₉ ）　CHAUMEIL（１₉３₉） pp. ₆₉－₈１.
１₀）　具体的な企業名を一部示すならば，例えば，① E. Marcesche et Cie，② la Compagnie armoricaine 
de chalutiers à vapeur，③ la Cidrerie dʼArvor，④ Kaolin dʼArvor などを経営していた（BOISSON（２₀１２） 
pp. １１－１２）．
１１）　BOISSON（２₀１２） p. １₈２.
１２）　岳野慶作（１₉₉１a） ２ ⊖ ３ ページ．
１３）　岳野慶作（１₉₉１b） ₄₈ページ．
１₄）　岳野慶作（１₉₉１b） ₈₆ページ．
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た15）．
　経営者となったマルセッシュは，ロリアンで労働運動が高まりつつあった１₉₀₅年16）に，自らの石
炭工場に共済制度を導入した．すなわち，社内に労働者を対象とする共済金庫（Caisse de 
secours）を設立し，ささやかな老齢年金を給付したり，疾病の際には医療費・薬剤費の還付や休
業日数に応じた傷病手当の給付を行ったりしたのであった．共済金庫の財源調達については，雇
主側の出資に加えて，少額ながらも労働者側の拠出が求められた．マルセッシュは，その後も同
石炭工場の福利施策をさらに充実させていった．例えば，１₉１₄年には，個別ロッカー付きの更衣
室設置，終業後に利用可能な共同浴室の整備，昼食用に持参した食べ物や食堂の料理を温める加
熱装置付きテーブルの配備など，当時としては先進的な労働環境を整えたのであった17），18）．
　マルセッシュは，石炭業に引き続き１₉₀₄年にはトロール漁業にも進出し，労働者数₄₀₀人規模の
企業に成長させていった．トロール漁業会社においても，手厚い福利厚生施策が実行に移された．
例えば食堂では，社内で昼食をとる遠距離通勤者等に配慮して，巨大鍋にブルターニュ風魚介
スープ「コトリヤード cotriade」が用意され，その他の魚料理とともに，毎日無料で提供された．
また，共同購入制度がつくられ，用意される商品はすべて実勢価格よりも著しく安く提供され，
自社商品である魚・缶詰・その他海産物などについても少額で購入できた．さらに，老齢年金金
庫が設立され，勤続３₀年間で₅₀歳から，勤続２₀年間で₆₀歳から，老齢年金の受給権が得られた．
年金権については，勤続１₅年間を超えた労働者が死亡した場合，本来の給付額の半額分の受給権
をその寡婦へ移譲することが可能とされた．その他にも，家族扶養手当（sur-salaire familial）・出
産手当金・有給休暇制度などの創設，勤続年数・個人的能力に応じた昇給，奨励金（primes 
dʼencouragement）の頻繁な支給など，賃金体系を充実させる取り組みも行われていた．
　１₉１₇年にシードル醸造所を設立したマルセッシュは，ルミール神父（lʼabbé Jules Lemire）の提
唱に基づいた「労働者菜園 jardins ouvriers」の実現を試みた．すなわち，各家庭で必要な野菜を
１₅）　『レールム・ノヴァルム』が「労働力の窮迫販売」を問題視する見解を内包している点は，興味深い．
１₆）　この時期のロリアンでは，海軍造船所や建設業を中心に，比較的多くの参加者を集めるストライキ
が決行されていた．例えば，ストライキ １ 回あたりの平均参加者数は１₉₀₅年₅３₇人，１₉₀₆年１₄₈３人であ
り，短期間ながらもこの時期のロリアン市内における労働運動の高揚が読み取れる（GESLIN（２₀１₄） 
pp. ３２₀－３２１）．
１₇）　BOISSON（２₀１２） p. １₈２.
１₈）　労働監督官によってモルビアン県会（Conseil général du Morbihan）へ提出された衛生・安全報告
書では，マルセッシュ工場の労働環境を次のように高く評価している．すなわち，工場施設における
衛生・安全施策の改善は各社が取り組んでおり，《この点についてわれわれが特に参考になるのは，衛
生・安全に特段の配慮がなされたマルセッシュ社（Marcesche et Cie）の新工場である．従業員が工場
で，個人の清潔やできるだけ最高の福利条件を確保するのに必要な手段を見いだせるように，更衣
室・洗面台・シャワー室・食堂など，すべてがまとめて配置されていた》，との報告を行っている
（BOISSON（２₀１２） p. １₈２）．
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自らの手で自由に耕作するよう，醸造所で雇用している労働者たちに₄₀₀₀m２の土地を託したので
あった19）．
　１₉１₈年に興した粘土鉱業会社においてマルセッシュは，１₉２₀年代後半に賃金体系を見直し，労
働者の流出を抑えた．すなわち，１₉２₅年には，半月ごとの精勤手当金（primes dʼassiduité）および
年度末の勤続手当金（prime dʼancienneté）を制度化し，１₉２₉年には業績手当金（prime au rende-
ment）を導入したのであった20），21）．
2 - 2 　ロリアン家族手当補償金庫の創設
　マルセッシュがロリアンで家族手当補償金庫を創設した１₉１₈年当時，フランスは第一次世界大
戦の影響により，物価高騰に見舞われていた．すなわち，大戦に関わった他の諸国同様，フラン
スにおいても労働者の生活は壊滅状態となり，その一側面である物価高騰について見ると，１₉１₄
年から１₉１₈年のわずか ₄ 年間に，生活費が ２ 倍になったとも ３ 倍になったとも言われる22）．
　物価高騰に対抗するために，労働者たちは賃金の引上げを雇主層に要求していくことになる．
もっとも，当時フランス労働組合運動の中核をなしていた CGT（Confédération Générale du 
Travail, 労働総同盟）は，同一労働・同一賃金の原則に立脚しつつ ₄ 人家族が生活していくのに充
分な賃金＝「絶対的家族賃金（salaire familial absolu）」の獲得を目指していた．そのため，子供の
数によって給付額が異なる家族手当には反対姿勢を明確にしていた23）．
　しかしながら，CGT の運動方針をよそに，家族手当支給の慣行は次第に広まっていく．ここで
は，マルセッシュが中心となってロリアン家族手当補償金庫が設立されていった過程を検討して
いく．
　１₉１２年の夏，マルセッシュの妻ルイゼット（ Louisette MARCESCHE） は脳腫瘍を患い，翌１₉１３年
１ 月 ₈ 日，３₈歳の若さでこの世を去った24）．マルセッシュは， ₅ 歳から１₆歳までの子供 ₆ 人を父子
家庭の父として扶養することになった．このような状況に直面して，マルセッシュは，多子を抱
える労働者家族の実際の扶養負担をより一層実感するようになった．₄₅歳で寡夫となったマルセッ
シュは，第一次世界大戦の間の女性の境遇にとりわけ心を痛めた．彼の工場で石炭を選別するこ
１₉）　BOISSON（２₀１２） p. １₈３.
２₀）　BOISSON（２₀１２） pp. １₈３－１₈₄.
２１）　マルセッシュはさらに，会社敷地内に私立学校（une école libre）を建設して，同社労働者の子供た
ち・競争企業労働者の子供たち・周辺地域の子供たちを受け入れた．また，社宅（maisons pour ses 
ouvriers）の建設により，従業員の住環境確保を試みた．（BOISSON（２₀１２） pp. １₈３－１₈₄.）
２２）　第一次世界大戦中の ₄ 年間にフランスが経験した物価高騰について，例えば，CECCALDI（１₉₅₇）は
「 ２ 倍」になった（p. １₅）と述べ，BRUHAT et PIOLO （１₉₆₇） は「 ３ 倍」になった（p. ₈₅）と記している．
２３）　CECCALDI（１₉₅₇） p. ２₈.
２₄）　BOISSON（２₀１２） p. １₈₄.
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うした女性たちは，非常に過酷な生活を送っていた．男性は軍に召集され戦闘で亡くなる者も多
く，いわゆる戦争未亡人となった女性たちはたいていの場合，親戚縁者の支援を望むことはでき
ず，わずかばかりの収入で子供を育てる状況になっているのであった．マルセッシュは，多子家
族の労働者の士気を高めたいと考えた．他方，戦時中にたびたび，港湾労働者たちは生活費の高
騰を理由に賃金引上げを要求していた．１₉１₈年初頭にも，港湾卸売業者組合との間で新たな賃金
闘争が展開された．その際にマルセッシュは，同組合との交渉の場で，全労働者に及ぶ一律の賃
金引上げの代わりに家族手当を創設する，との提案をしたのであった25）．
　同一労働同一賃金の原則を重視する労働者たちは，家族手当導入の提案を受け容れるか否か，
しばらくの間躊躇していた．しかしながら ３ カ月間に及ぶ労使交渉の場で，労働者たちは，家族
手当補償金庫を介して給付されることになる家族手当に少しずつ理解を示し始め，結局は雇主側
の提案を修正した上で容認したのであった．さらに彼らは，急速に家族手当補償金庫から最大の
利益を引き出すのであった．具体的には，ロリアン金庫は，家族の被扶養者の中に，子供だけで
なく父母・祖父母などの尊属（ascendants）をも含めることとなった26）．
３ ．ロリアン家族手当補償金庫の制度概要
3 - 1 　家族手当補償金庫システムの概要
　かくして，労働者すべての賃金を引き上げる労務費負担の増大を回避するべく，マルセッシュ
は家族の扶養負担に応じた上乗せ賃金（sursalaire）の導入を推進した．すなわち，雇主たちは，
労働者の日当総額に応じて一定の拠出金を家族手当補償金庫に納める．そして金庫側は，集めた
拠出金を扶養家族を抱える労働者の間で分配するのであった．かくして，マルセッシュが自ら会
頭を務める商業会議所（la Chambre de commerce）を後ろ盾に，フランスで最初の家族手当補償金
庫が１₉１₈年 １ 月２₉日に創設され，同年 ₄ 月 １ 日に運営開始となった27）．
　ロリアン家族手当補償金庫が給付する家族手当の対象は，①労働をしていない１₄歳未満の男児
および１₆歳未満の女児，②尊属についてはその労働者と同居し扶養されている原則₇₀歳以上の者
とされた28）．家族手当の給付額は，扶養児童が １ 人の場合に日額２₅サンチーム， ２ 人の場合に日額
₅₀サンチーム， ３ 人の場合に日額 １ フランが支給され，以後扶養児童が １ 人増えるごとに日額₅₀
２₅）　DIEUDE（１₉２₉） p. ３₉ ; BOISSON（２₀１２） p. １₈₈.
２₆）　BOISSON（２₀１２） p. １₉２.
２₇）　DIEUDE（１₉２₉） p. ₄₀ ; BONVOISIN et MAIGNAN（１₉３₀） p. １₄.
２₈）　身体障害により労働不能の場合には₇₀歳未満の者も家族手当の対象となった．但し，労働災害に起
因する身体障害の場合は除外された（BOISSON（２₀１２） p. １₉２）．
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サンチームが加算されるのであった29）．
　補償金庫事務局（le secrétariat général）では，家族手当の受給が見込まれる各労働者の家族関
係資料が作成・保管されていた．被扶養者の年齢に関しては，結婚後に役所から交付される家族
手帳（livret de famille）と出生証明書（bulletin de naissance）で確認された．受給対象者が障害を
負っている場合には，その事実を証明する診断書が必要とされた．また，不正受給対策として，
補償金庫本部が監査を実施してこれを防止した．例えば，異なる ２ つの企業に雇用されている夫
と妻が二重に手当を受給することを防いだのであった．
　家族手当補償金庫に加入している企業側はすべて，毎週， ３ つの現況報告書（états）を提出し
なければならなかった．すなわち，①全日勤務の日数・半日勤務の日数・短時間勤務（全日勤務の
₄ 分の １ の労働時間）の日数などその週内におけるすべての労働者の勤務実態を確認するための日
報（feuille de journée），②世帯主である労働者に支払った給与明細書，③労働災害に被災した世帯
主の名前と予想される休業期間のリスト，などの提出が求められた．
　家族手当の受給にあたって，労働者は毎週月曜日の朝，平日に受け取ったチケットを家族手当
補償金庫の事務局へ提出する．事務局は，各労働者の家族手当明細書を月曜日のうちに作成し，
火曜日に世帯主にたいしてあるいは家族に直接，家族手当を支払う手続きを行うのであった30）．
3 - 2 　家族手当補償金庫の拡充
　ロリアンの家族手当補償金庫は，創設当初，労働者家族金庫（Caisse familiale ouvrière）（１₉１₈
年）と命名された．次に，ロリアン労働者家族金庫（Caisse familiale des ouvriers lorientaise）
（１₉１₉年），さらにロリアン地域家族金庫（Caisse familiale de la région lorientaise）（１₉２₀年），最後
にモルビアン県家族手当金庫（Caisse départementale des allocations familiales du Morbihan）
（１₉３２年）となった31）．名称の変遷を見ただけでも，市（ロリアン）の枠組みから県（モルビアン）
レベルへと，活動の場が広がっていったことが分かる．
　家族手当補償金庫への加盟企業は，１₉１₈年 １ 月の発足時には，マルセッシュ関連企業の ₅ 社の
みであった．１₉２₀年時点で，補償金庫に加入していたのは１１の企業・経済機構（organismes 
economiques）であり，これらはモルビアン県全体からすると全てロリアンの企業に集中してい
た．１₉２１年には，戦争関連で設置されていた若干の公共サービスの解体に伴い脱退した経済機構
があったものの，その一方でロリアンの自動車修理工場が補償金庫に加入した．１₉２２年には，マ
ルセッシュ関連の粘土鉱業会社の他に，暖房器具・電気設備・ガス溶接など ３ つのロリアン企業
２₉）　補償金庫発足の翌年には，給付日額はすべてのケースについて倍額に引き上げられた（１₉１₉年
PINTE（１₉３₅） p. ₇₈）．
３₀）　BOISSON（２₀１２） pp. １₉２－１₉３.
３１）　BOISSON（２₀１２） p. １₉１.
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が家族手当補償金庫への加入手続きを済ませた．すなわち，金庫発足当初はマルセッシュ関連企
業によって支えられていたものの，次第に様々な業種の企業が加入するようになり，家族手当を
めぐって業種の壁を越えた連帯が見られるようになったと言えよう．
　マルセッシュは，ロリアン家族手当補償金庫の組織拡大を目指して，加入者それぞれが宣伝活
動に取り組むよう求めた．そのために彼は，補償金庫の総会議事録を印刷させて配布したり，新
聞を使ってロリアン家族手当補償金庫の宣伝をさせたりした．さらにマルセッシュは，自らヴァ
ンヌ（Vannes）・プロエルメル（Ploërmel）・ポンティヴィ（Pontivy）に出向いて企業経営者たち
と直接交渉を行い，ロリアン家族手当補償金庫へ加入するよう説得した．モルビアン県の中で，
ロリアンは西，ヴァンヌは南，プロエルメルは東，ポンティヴィは北に位置しているので，事実
上，マルセッシュはモルビアン県全体を動き回って補償金庫の宣伝活動に取り組んだことになる．
こうした活動が奏功して，金庫加入企業数は年々順調に増えていった．具体的には，１₉２₉年時点
で３₀社であった金庫加入企業数は，１₉３₄年時点で₄₉₅社へと急増したのである．
　ロリアン家族手当補償金庫の給付実績について言えば，１₉１₈年には総額 ２ 万₈₆₆３フランの手当
を支給した（受給労働者２₆₇人，対象児童₆２₄人）．１₉１₉年には，給付総額が ₉ 万２₄１₇フランに増加し
（受給労働者₄３₀人，対象児童₈₉２人），マルセッシュ社だけでも総額約 ₅ 万フランが支給された．さ
らに給付総額は，１₉２₀年に１₀万₈₆₈２フラン（受給労働者₅３１人，対象児童１₀₇₇人），１₉２１年には１２万
₇１₅２フラン（受給労働者₆₈１人，対象児童・尊属１２₉₀人）に達するなど，ロリアン家族手当補償金庫
の給付実績は順調な伸びを示していった32）．
むすびに代えて
　今日のフランスでは，家族給付制度が国民生活に不可欠なものとなっているが，その給付作業
を一手に担っているのが家族手当金庫である．これまで検討してきたように，その淵源は２₀世紀
初頭に各地で創設された家族手当補償金庫にあり，中でもロリアンの事例はその先駆けと目され
る．本稿ではロリアン家族手当補償金庫を取り上げ，その成立時期から雇主側に家族手当補償金
庫への加入を原則義務化する１₉３２年「家族手当法」制定前夜の時期までを中心に，社会・経済的
背景を見据えつつ考察してきた．
　ロリアン家族手当補償金庫の設立経緯としては，地域の有力実業家エミール・マルセッシュの
イニシアティブばかりを強調する論者も見受けられるが，当時の労働運動の状況を視野に入れな
いアプローチ方法はいささかバランスを欠いていると言わざるを得ない．確かに，マルセッシュ
が自ら経営する企業グループ各社において手厚い福利厚生施策を実施していた点は，フランス初
３２）　BOISSON（２₀１２） pp. １₉１－１₉３.
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の家族手当補償金庫を創設した背景として重要であろう．『レールム・ノヴァルム』の影響もあり，
労働者生活への同情の念が強かったため，マルセッシュは家族手当の導入に積極的姿勢を見せた
と捉えることもできよう．しかしながら，当時の物価高騰を背景として，港湾労働者たちが積極
的な賃上げ要求運動を展開し，その運動の高まりが家族手当の組織的な給付へと導いた面も見過
ごすわけにはいかない．われわれにとって重要なのは，マルセッシュの一連の行動を引き起こし
たものは何か，という視点である．ここで注目すべきは，労働側の要求があってはじめてマル
セッシュおよび雇主たちの「譲歩」を引き出すことができた，ということである．この点は，グ
ルノーブルの経験にも共通しているのであるが，資本制的生産関係を念頭に置き，賃金問題をめ
ぐる労使の対抗関係の中で家族手当補償金庫が創設された，と理解すべきである．
※本稿は，「２₀１₆年度中央大学特別研究制度」の研究費交付を受けて進められた研究成果の一部である．
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